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一級河川利根川水系八ッ場ダム建設工事
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事業の概要

■事業認定申請区間
＜右岸＞
群馬県吾妻郡長野原町大字川
原湯字金花山地内から同町大
字与喜屋字荻之平地内まで
＜左岸＞
群馬県吾妻郡長野原町大字川
原畑字八ッ場地内から同町大
字長野原字遠西地内まで

■河川の種類
一級河川利根川水系吾妻川

■起業者
国土交通大臣
（代理人 関東地方整備局長）

■完成の時期
平成３１年度予定
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■建設目的
・洪水調節
・水道用水及び工業用水の供給
・流水の正常な機能の維持
・発電

終
点

起
点

八ッ場ダム
（建設中）

中之条町

長野原町

東
吾
妻
町

左
岸

群
馬
県
吾
妻
郡
長
野
原
町
大
字
長
野
原
字
遠
西
地
内

右
岸

群
馬
県
吾
妻
郡
長
野
原
町
大
字
与
喜
屋
字
荻
之
平
地
内

右
岸

群
馬
県
吾
妻
郡
長
野
原
町
大
字
川
原
湯
字
金
花
山
地
内

左
岸

群
馬
県
吾
妻
郡
長
野
原
町
大
字
川
原
畑
字
八
ッ
場
地
内



利根川流域の概要
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八ッ場ダム

利根川

幹川流路延長 約322km

流域面積 約16,840ｋm2

流域市町村
152区市町村
(H26.4現在)

流域内人口
約1,279万人

(調査基準年H17年)

出典：関東地方整備局ＨＰ

吾妻川



期 日 手 続

昭和４２年１１月 利根川水系工事実施基本計画に基づく調査に着手

昭和６１年７月 特定多目的ダム法の基本計画告示

平成１３年１０月 用地取得に着手

平成１８年２月１４日 利根川水系河川整備基本方針の策定

平成２５年５月１５日 利根川水系利根川・江戸川河川整備計画（大臣区間）の策定

平成２７年１月２４日
事業説明会（土地収用法に基づくもの）

◇開催地：長野原町総合運動場 若人の館

平成２７年４月１０日 事業認定申請

平成２７年４月１３日
～ ４月２７日

短期縦覧

平成２７年６月２６日
～ ６月２７日

公聴会
◇開催地：東吾妻町コンベンションホール ふれあいの館

事業認定手続等の経緯

※短期縦覧期間内に県知事あて提出された意見書 １３９通

うち事業の認定について異議がある旨の意見書 １１８通 4



期 日 経 緯

昭和６１年７月１０日 特定多目的ダム法の基本計画告示

平成１３年９月２７日 第１回基本計画変更告示
・「昭和７５年度」から「平成２２年度」へ工期変更

平成１６年９月２８日 第２回基本計画変更告示
・「流水の正常な機能の維持」を目的に追加
・「約２，１１０億円」から「約４，６００億円」へ事業費変更
・その他（参画利水量、貯留量、取水量の変更等）

平成２０年９月１２日 第３回基本計画変更告示
・「発電」を目的に追加
・「１３１．０メートル」から「１１６．０メートル」へダム高変更
・「平成２２年度」から「平成２７年度」へ工期変更
・その他（利水参画者の費用負担の変更等）

平成２５年１１月２０日 第４回基本計画変更告示
・計画高水流量及び洪水調節ルールの変更
・「平成２７年度」から「平成３１年度」へ工期変更

特定多目的ダム法の基本計画変更の経緯
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期 日 手 続

平成２１年９月 国土交通大臣が八ッ場ダムについて中止の方針を表明

平成２１年１２月 「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」が発足

平成２２年９月
有識者会議が「今後の治水対策のあり方について 中間とりまと

め」を公表
・個別ダムの検証を行うことが提言される

平成２２年９月
国土交通大臣から関東地方整備局長へ「ダム事業の検証に係る検

討」を行うよう指示

平成２２年９月～
平成２３年１１月

○八ッ場ダム建設事業の検証に係る検討
・10回の幹事会、1回の検討の場の開催
・パブリックコメントの実施

・学識経験者、関係住民、事業評価監視委員会等からの意見聴取

平成２３年１１月
関東地方整備局としての対応方針（案）を決定し本省に検討結果を

報告

平成２３年１２月
「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」からの意見聴取

平成２３年１２月 国土交通大臣が八ッ場ダム建設事業を「継続」するとの対応方針を
決定

「ダム事業の検証に係る検討」等の経緯
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ダム本体及
び関連工事

付替国道、付替県道

（22.8km）

補償基準等

用地取得
（456ha）

家屋移転

（470世帯）

代替地造成

仮排水トンネル
（H21.7完成）

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 試験湛水

付替鉄道

（10.4km） 100%（10.4km）

H13.6  長野原町補償基準妥結
H16.11 吾妻町補償基準妥結
H17.9 代替地分譲基準妥結

用地取得 本体関連付替工事代替地

（平成２７年３月末時点）

96%（21.8km）

97%（458世帯）

5地区で整備中 (うち移転済 86世帯）

94%（429ha）

作業ヤード造成、骨材
プラントヤード造成、工
事用道路、仮締切等

掘削

八ッ場ダム事業の進捗状況

※本件事業（ダム本体＋水没範囲）に含まれない、付替道路、付替鉄道等の事業を含む。

7※1 長野原町、東吾妻町における八ッ場ダム建設及び関連工事のために必要な用地の合計。
※2 長野原町、東吾妻町における八ッ場ダム建設及び関連工事のために必要な移転家屋の合計。

※1

※2



事業計画区間の状況①

8

八ッ場ダム

吾妻川下流方向から見る八ッ場ダム建設予定地

※水色着色部分は、航空写真におおよその起業地範囲を示したものである。



事業計画区間の状況②
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八ッ場ダム建設予定地・林地区付近

起業地範囲

※起業地範囲については航空写真に、おおよその範囲を示したものである。



事業計画区間の状況③
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八ッ場ダム建設予定地・横壁地区付近

起業地範囲

※起業地範囲については航空写真に、おおよその範囲を示したものである。



事業計画区間の状況④
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八ッ場ダム建設予定地・長野原地区付近

起業地範囲

※起業地範囲については航空写真に、おおよその範囲を示したものである。



八ッ場ダムの計画諸元

常用洪水吐き（２門）

非常用洪水吐き（４門）

水位維持放流設備（１門）

重力式コンクリートダム

１１６．０ｍ

２９０．８ｍ

９１１，０００ｍ３

ＥＬ．５８６．０ｍ

型式

堤高（ダムの高さ）

堤頂長（ダム天端の長さ）

堤体積

堤頂（標高）

水位維持放流設備 コンジットゲート（１門）

常用洪水吐き コンジットゲート（２門）

非常用洪水吐き クレストゲート（４門）

取水設備 選択取水設備

約７１１ｋｍ２

約３ｋｍ２

集水面積（ダムの流域面積）

湛水面積（ダム湖の面積）

取
水
・
放
流
設
備
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八ッ場ダム貯水容量配分図
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▽堤頂 標高586.0m

▽設計洪水位 標高584.0m

有効貯水
容量

90,000,000m

非洪水期利水容量

90,000,000m

流水の正常な機能
の維持

4,022,000m
水道用水

82,607,000m
工業用水

3,371,000m

洪水調節容量

65,000,000m

洪水期利水容量
25,000,000m

流水の正常な機能の維持
1,313,000m

水道用水 22,814,000m
工業用水 873,000m

計画堆砂容量
17,500,000m

基礎岩盤

非洪水期
（10月6日～6月30日）

洪水期
（7月1日～10月5日）

堤高
116.0m

ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位
常時満水位
標高 583.0m

洪水期
制限水位
標高 555.2m

最低水位
標高 536.3m

基礎岩盤
標高 470.0m

107,500,000m

総貯水
容量

3 3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3



ダムサイトの比較検討①

ダムサイト候補地比較図
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ダムサイトの比較検討②

上流案 下流案

・地形及び地質条件に問題はない。社会性
において差はない。

・ダムサイト直上流の両岸が開けて貯水池
体積が大きくとれ、下流案と比べると貯水
効率は良く、堤頂長を短く、かつ堤体積を
小さく抑えられる。

・下流案と比べて左岸側に地形的に余裕が
あるため、仮設備の設置が比較的容易で
あり、施工性において下流案と比べやや優
る。

・名勝「吾妻峡」の水没部分が少なく、名勝
の本質的価値が損なわれないことから、自
然環境への影響が小さい。

○

・地形及び地質条件に問題はない。社会性
において差はない。

・ダムサイト直上流の両岸が開けて貯水池
体積が大きくとれるが、上流案と比べると
貯水効率等はやや劣る。

・地形が急峻であるため、ダムサイト付近の
仮設備の設置が困難であり、施工性におい
て上流案と比べやや劣る。

・名勝「吾妻峡」の本質的価値が損なわれる
ため、自然環境への影響が大きい。

×

ダムサイト候補地比較表
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事業の効果（洪水調節）①

至 栄ＩＣ・ＪＣＴ
（仮称）

16

昭和22年9月 ｶｽﾘｰﾝ台風

埼玉県久喜市（旧栗橋町）付近の浸水状況（S22）

平成19年9月 台風9号

群馬県明和町の漏水状況

（H19）

埼玉県加須市漏水状況（旧北川辺町）（H18）

平成18年7月 前線豪雨

昭和57年9月 台風18号

千葉県松戸市漏水状況（S57）

発生年月 主な被災市町村

昭和22年9月 カスリーン台風 加須市、久喜市、坂東市 等

昭和23年9月 アイオン台風 太田市、桐生市、足利市 等

昭和24年8月 キティ台風 沼田市、さくら市 等

昭和33年9月 台風22号 五霞町、坂戸市 等

昭和34年8月 台風 7号 葛飾区 等

昭和57年7月 台風10号 館林市、神栖市、銚子市 等

昭和57年9月 台風18号 取手市、神栖市、松戸市 等

平成10年9月 台風 5号 太田市、常総市 等

平成18年7月 前線豪雨 加須市 等

平成19年9月 台風 9号 明和町、香取市、銚子市 等

利根川における過去の主な洪水

群馬県明和町の漏水状況（H19）

被害状況（１都５県の合計値）

死傷者 ３，５２０人

床上・床下浸水 ３０３，１６０戸

家屋流出倒壊 ２３，７３６戸

家屋半壊 ７，６４５戸
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出典：国土交通省水管理・国土保全局 (一部追記)

河川整備基本方針・河川整備計画

河
川
工
事
、
河
川
の
維
持

長期的な河川整備の最終目標
河川整備基本方針に沿って定める中期的な具
体的な整備の内容
（計画対象期間：20～30年程度）

河
川
整
備
基
本
方
針

河
川
整
備
計
画

定める事項（河川法施行令第１０条の２）
○当該水系に係る河川の総合的な保全

と利用に関する基本方針
○河川の整備の基本となるべき事項

・基本高水並びにその河道及び洪水調節施設へ
の配分に関する事項

・主要な地点における計画高水流量、計画高水
位、計画横断形に係る川幅、流水の正常な機
能を維持するため必要な流量に関する事項

河川法第１６条

河川整備基本方針
の案の作成

河川整備基本方針
の決定・公表

（一級河川の場合）

社会資本整備審議会

（二級河川の場合）

都道府県河川審議会
都道府県河川審議会がある場合

意見聴取

定める事項（河川法施行令第１０条の３）
○河川整備計画の目標に関する事項

・洪水、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に
関する目標（目標流量等） 等

○河川の整備の実施に関する事項
・河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当
該河川工事の施行により設置される河川管理施
設の機能の概要

・河川の維持の目的、種類及び施行の場所

河川法第１６条の２

河川整備計画の
案の作成

河川整備計画の
決定・公表

意見聴取 （一級河川の場合）

関係都道府県知事

（二級河川の場合）

関係市町村長

関係住民

学識経験を有する者
意見聴取

意見を反映させる
ために必要な措置

河川整備基本方針、河川整備計画について

事業の効果（洪水調節）②



事業の効果（洪水調節）③

至 戸塚ＩＣ（仮称）

至 公田ＩＣ（仮称）

栄ＩＣ・ＪＣＴ
（仮称）

至 藤沢ＩＣ

(都)横浜藤沢線

河川整備基本方針及び河川整備計画に基づき、八ッ場ダムは利根川上流部の洪水調
節施設と相まって洪水調節を行い、利根川の基準地点「八斗島」において洪水時のピー
ク流量を低減させ、治水安全度の向上に寄与する。

吾妻川流域

烏・神流川流域

奥利根流域

下久保ダム

相俣ダム

藤原ダム

薗原ダム

奈良俣ダム

矢木沢ダム

八ッ場ダム

烏川

鏑川
神
流
川

吾妻川

片
品
川

利
根
川

赤
谷
川

八斗島

利根川上流部の洪水調節施設の状況
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事業の効果（洪水調節）④

公田ＩＣ（仮称）

至 栄ＩＣ・ＪＣＴ（仮称）

至 釜利谷ＪＣＴ

巴
波
川

思
川

渡良瀬遊水地

八斗島
菅生調節池

鬼
怒
川

5
,0

0
0 稲戸井調節池

小
貝
川

1
,3

0
0

常
陸
利
根
川

取手

太
平
洋

9,5009,50010,50010,50010,50017,500
16,500

（14,000）

銚子佐原

放
水
路

1
,0

0
0

布川

印旛沼

東京湾

田中調節池

関宿

松戸

東京湾

7
,0

0
0

7
,0

0
0

6
,0

0
0

栗橋8
,8

0
0

烏
川

江
戸
川

篠崎

妙典

利根川

河川名
（上段）基本高水のピーク流量

（下段）目標流量

洪水調節施設による

調節流量（八斗島）

(上段)基本方針 22,000 5 ,500

(下段)整備計画 17,000 3 ,000程度

（上段）計画高水流量

（下段）河道目標流量

16 ,500

14 ,000程度
利根川

整備計画に定められている洪水調節施設による調節流量3,000㎥/s程度のうち、八ッ場ダムで最大約1,800 ㎥/s程度（※）を調節

単位：ｍ / s3

19

単位：ｍ / s
3

括弧内の数値は
整備計画の河道目標流量を表す

利根川水系河川整備基本方針における計画高水流量配分図

【整備計画等で設定された八斗島地点における目標流量等】

※過去の代表的な８つの洪水を八斗島地点の目標流量である１7,000㎥/sに引き伸ばしたときの最大の調節量



事業の効果（水道用水及び工業用水の供給）①

利根川水系では３年に１回程度、取水制限が生じており、広範囲にわたり大きな影響をもたらしている。

利根川の渇水

項目 取水制限状況

取水制限期間 取水制限
日数（日間）

最大取水
制限率渇水年 自 至

昭和４７年 6/6 7/15 40 15%

昭和４８年 8/16 9/6 22 20%

昭和５３年 8/10 10/6 58 20%

昭和５４年 7/9 8/18 41 10%

昭和５５年 7/5 8/13 40 10%

昭和５７年 7/20 8/10 22 10%

昭和６２年 6/16 8/25 71 30%

平成２年 7/23 9/5 45 20%

平成６年 7/22 9/19 60 30%

平成８年
1/12 3/27 76 10%

8/16 9/25 41 30%

平成９年 2/1 3/25 53 10%

平成１３年 8/10 8/27 18 10%

平成２４年 9/11 10/3 23 10%

平成２５年 7/24 9/18 57 10%

取水制限の
平均日数

44.5

※取水制限は一時緩和を含む。

平成6年渇水時の状況

利根大堰の状況（平成6年8月）

平成8年渇水時の状況

利根川 埼玉大橋の状況（平成6年8月）

草木ダムの状況

（平成8年8月）

貯水量3,750千m3

貯水率12%

20



事業の効果（水道用水及び工業用水の供給）②

八ッ場ダムは新たに、１都４県における１１の事業者に対して、水道用水及び工業用水の
取水を可能とする。

水道用水・工業用水

〈 八ッ場ダム毎秒当たり開発水量 〉

21

水道用水

21.389m3/s

工業用水

0.82m3/s

県央第二水道

（群馬）1.49m3/s

東部地域水道

（群馬）0.51m3/s

藤岡市

0.25m3/s

埼玉県

9.92m3/s

東京都

5.779m3/s

千葉県

1.46m3/s

北千葉広域水

道企業団

0.35m3/s

印旛郡市広域

市町村圏事務

組合（千葉）

0.54m3/s

茨城県

1.09m3/s

東毛工業用水

道（群馬）

0.35m3/s

千葉地区工業

用水道

0.47m3/s

開発水量

22.209m3/s



事業の効果（水道用水及び工業用水の供給）③
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生 活 用 水

都 市 活 動 用 水
（業務営業用・工場

用・その他）

【実 績】

生 活 用 水

都 市 活 動 用 水
（業務営業用・工場

用・その他）

【推 計】

有収水量

約221万m3
約220万m3

「ゆとりとチャンスの埼
玉プラン」に示された人

口動向を考慮

水道使用者が使用
する水量

地域分析を行い、時系
列傾向分析、回帰分析、

要因分析を実施

統計的手法による推計
〈 H19.12 〉

一日平均

給水量

一日最大

給水量

浄水場から配る水量
(使用水量＋漏水などの水量) 一年間で最大の給水量

実績を踏まえて算出

約239万m3 約284万m3

（H27年度）有収率
〔漏水等を

考慮〕

負荷率
〔日々の給水量
の変動を考慮〕

将来需要量の推計（埼玉県の例）

〈 現在の水源能力（約219万㎥/日） 〉

《八ッ場ダム建設後の水源能力（約303万㎥/日）》

合算

八ッ場ダムの建設

（ ＋約８４万㎥/日 ）

埼玉県の場合、一日最大給水量として約284万㎥必要とされているが、現時点の水源能力は
約219万㎥（※）確保されているところ、八ッ場ダムによって新たに約84万㎥が確保される。

※給水量ベース。暫定豊水水利権を除く。
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生 活 用 水

都 市 活 動 用 水

工 場 用 水

【実 績】

生 活 用 水

都 市 活 動 用 水

工 場 用 水

【推 計】

一日平均

使用水量

約420万m3
約440万m3

「２０２０年の東京」に
示された人口動向を考慮

水道使用者が使用
する水量

時系列傾向分析
〔過去の増減傾向を踏
まえて将来を推計〕

統計的手法による推計
〈 H24.3 〉

一日平均

給水量

一日最大

給水量

浄水場から配る水量
(使用水量＋漏水などの水量) 一年間で最大の給水量

実績を踏まえて算出

約470万m3 約600万m3

（平成30年代）有収率
〔漏水等を

考慮〕

負荷率
〔日々の給水量
の変動を考慮〕

事業の効果（水道用水及び工業用水の供給）④

将来需要量の推計（東京都の例）

合算

〈 現在の水源能力（約572万㎥/日） 〉

《八ッ場ダム建設後の水源能力（約619万㎥/日）》

八ッ場ダムの建設

（ ＋約４７万㎥/日 ）

東京都の場合、一日最大給水量として約600万㎥必要とされているが、現時点の水源能力は
約572万㎥（※）確保されているところ、八ッ場ダムによって新たに約47万㎥が確保される。

※給水量ベース。暫定豊水水利権を除く。
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生 活 用 水
業 務 営 業 用 水
工 場 用 水
そ の 他 用 水

【実 績】

生 活 用 水
業 務 営 業 用 水
工 場 用 水
そ の 他 用 水

【推 計】

有収水量

約84万m3 約91万m3

国立社会保障・人口問題
研究所の人口予測を修正

水道使用者が使用
する水量

8個の説明変数からな
る水需要構造式で推計

統計的手法による推計
〈 H20.4 〉

一日平均

給水量

一日最大

給水量

浄水場から配る水量
(使用水量＋漏水などの水量) 一年間で最大の給水量

実績を踏まえて算出

約97万m3

有収率
〔漏水等を

考慮〕

負荷率
〔日々の給水量
の変動を考慮〕

事業の効果（水道用水及び工業用水の供給）⑤

将来需要量の推計（千葉県の例）

合算

〈 現在の水源能力（約109万㎥/日） 〉

《八ッ場ダム建設後の水源能力（約121万㎥/日）》

八ッ場ダムの建設

（ ＋約１２万㎥/日 ）

約113万m3

（平成37年度）

千葉県の場合、一日最大給水量として約113万㎥必要とされているが、現時点の水源能力は
約109万㎥（※）確保されているところ、八ッ場ダムによって新たに約12万㎥が確保される。

※給水量ベース。暫定豊水水利権を除く。



事業の効果（流水の正常な機能の維持）①

25

必要流量として、八ッ場ダム直下において維持流量２．４ｍ３／ｓ を確保する。

流量低減時 流量約2.4m3/s

流れがなく、

河床が露出している

ダムからの放流により

水の流れができる



環境保全対策①

環境影響評価の経緯

期 日 手 続

昭和６０年１２月

「建設省所管事業に係る環境影響評価に関する当面の措置方針
について」に基づいて、環境影響評価の手続を完了

（本件事業では、水質、地形・地質、植物、動物及び景観の５項目について実施）

平成１１年６月 環境影響評価法の施行

平成２７年３月

「八ッ場ダム環境保全への取り組み」の取りまとめ

（本件事業は、上記法律の施行による環境影響評価の手続を要しないが、起業者が
上記法律に基づく評価項目も含め、専門家等の意見を聞きながら調査及び環境保
全対策の検討を進めてきており、これまで取り組んできた内容を取りまとめた。）

◇ 「建設省所管事業に係る環境影響評価に関する当面の措置方針について」に基づき、

環境影響評価の手続を完了

◇ 平成１１年に施行された環境影響評価法に基づく評価項目についても、専門家等の
意見を聞きながら調査及び環境保全対策の検討を実施

26



環境保全対策②
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環境影響評価の項目

＊大気環境 大気質 粉じん等

騒音 騒音

振動 振動

水環境 水質 土砂による水の濁り

水温

富栄養化

溶存酸素量

水素イオン濃度

ヒ素

土壌に係る環境その他の環境 地形及び地質 重要な地形及び地質

植物 重要な種及び群落

動物 重要な種及び注目すべき生息地

＊生態系 地域を特徴づける生態系

景観 主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望景観

＊人と自然との触れ合いの活動の場 主要な人と自然との触れ合いの活動の場

＊廃棄物等 建設工事に伴う副産物

＊昭和60年にまとめられた八ッ場ダム環境影響評価にない追加項目
平成27年3月には、追加項目も含め今までの取り組み結果を「八ッ場ダム環境保全への取り組み」としてとりまとめた。

☆１ダム湖に酸性河川が流入することから、環境要素として水素イオン濃度を追加
☆２流域で温泉、鉱泉を由来とするヒ素が河川に流入することから、環境要素としてヒ素を追加

☆１

☆２



環境保全対策③

大気質、騒音及び振動の予測地点

＊1 吾妻町：平成18年3月27日に東村と合併し東吾妻町になりました。
＊2 六合村：平成22年3月28日に中之条町に編入しました。

※本件事業（ダム本体＋水没範囲）に加えて、付替道路、工事用道路、付替鉄道等の事業を含めて予測を実施している。

28



環境保全対策④

予測項目 基準等 予測結果 環境保全対策

粉じん等
10ｔ/㎢/月

（「ダム事業における環境影響評価の考え方」に
示されている降下ばいじんの寄与量の参考値）

最大 7.06ｔ/㎢/月
最小 0.01ｔ/㎢/月未満

○粉じん等の抑制
・排出ガス対策型建設機械の採用
・タイヤに付着した泥を落とす
・建設機械の集中的な稼働の回避
・掘削工事等においての散水
・仮囲いの設置

29

大気質／粉じん等

※本件事業（ダム本体＋水没範囲）に加えて、付替道路、工事用道路、付替鉄道等の事業を含めて予測を実施している。

結果概要（大気質／粉じん等） ⇒ 基準等を下回るという予測結果を得ており影響は小さい



環境保全対策⑤
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大気環境に関する事項
（工事区域からの粉じん抑制対策）

（実施例）

タイヤ洗浄

防じん壁の設置

散水



環境保全対策⑥

予測項目
規制
基準
（※）

予測
結果

環境保全対策

建設機械の稼
働に係る騒音

85dB
54dB
～

84dB

○騒音の抑制
・低騒音型建設機械の採用
・低騒音工法の採用
・建設機械の集中的な稼働の回避

・遮音対策の採用

31

〈 騒音／建設機械 〉

※本件事業（ダム本体＋水没範囲）に加えて、付替道路、工事用道路、付替鉄道等の事業を含めて予測を実施している。

〈 騒音／工事用車両 〉

予測項目
環境
基準
（※）

自動車騒音の
要請限度

予測
結果

環境保全対策

工事用車
両の運行

に係る騒音
65dB 75dB 64dB

○騒音の抑制
・工事用車両の
走行台数の平
準化

結果概要（騒音） ⇒ 基準等を下回るという予測結果を得ており影響は小さい

騒音／建設機械・工事用車両

※ 環境基準：環境基本法に基づく目標値※ 規制基準：騒音規制法に基づく規制基準値



環境保全対策⑦

予測項目
規制
基準

（※）

予測結果 環境保全対策

建設機械
の稼働に
係る振動

75dB
30dB未満
～54dB

○振動の抑制
・低振動型建設機械
の採用
・低振動工法の採用
・建設機械の集中的
な稼働の回避

〈 振動／建設機械 〉 〈 振動／工事用車両 〉

予測項目

道路交通振動の
要請限度

予測結果
環境保全対策

昼間 夜間 昼間 夜間

工事用車
両の運行

に係る振動
65dB 60dB 40dB 40dB

○振動の抑制
・工事用車両の
走行台数の平
準化

※本件事業（ダム本体＋水没範囲）に加えて、付替道路、工事用道路、付替鉄道等の事業を含めて予測を実施している。

32

振動／建設機械・工事用車両

結果概要（振動） ⇒ 基準等を下回るという予測結果を得ており影響は小さい

※ 規制基準：振動規制法に基づく規制基準値



環境保全対策⑧
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水環境（調査地域及び予測地点）

地点名 調査地点

予測地

点

（工事の

実施）

予測地点

（土地又は工作物の存在

及び供用）

与喜屋 〇

貝瀬 〇

ダム貯水池内 〇

ダムサイト 〇

ダム放流口 〇

岩島 〇 〇 〇

原町本川 〇 〇 〇

村上 〇 〇 〇

吾妻橋 〇 〇 〇

今川 〇 〇

温川下流 〇 〇

四万川下流 〇

名久田川下流 〇

沼尾川下流 〇

※本件事業（ダム本体＋水没範囲）に加えて、付替道路、工事用道路、付替鉄道等の事業を含めて予測を実施している。



環境保全対策⑨
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予測項目 予測結果 環境保全対策

土砂による水
の濁り
（ＳＳ）

ダム貯水池内のＳＳ
・通常は沈降によりほぼ一様に低くなる。
・比較的規模の大きな出水時には多くのＳＳが流入し、ＳＳの沈降に伴い表層付近からＳＳが低く
なる。

○選択取水設備の運用

○浅層曝気の実施ダム建設後のダム
放流口地点のＳＳ

・大きな出水がない年においては、ダム建設前と比較して低くなる。
・ダム貯水池に水を貯める時期の直前に大きな出水があった場合、出水後のＳＳが高くなる。

水温

ダム貯水池内の
水温

・冬期では深さ方向に一様だが、４月以降は表層から水温が高くなり始める。１０月以降ではダム
貯水池内全体が同じ水温に近づき１２月には同程度の水温になる。

○選択取水設備の運用

○浅層曝気の実施

○弾力的な運用の実施

ダム建設後のダム
放流口地点の水温

・６月に貯水位を常時満水位から制限水位に下げるための放流（ドローダウン）をする際、表層か
ら取水しつづけると、６月下旬に水温の低い水を放流する可能性がある。平成３年～１５年におけ
る流況で、６月の冷水放流日数（放流水温がダム建設前１０カ年の最低水温を下回る日数）は６
日程度、水温（１０カ年変動幅の下限値よりも低くなる温度）は最大で７℃程度低くなる。

ダム建設後の下流
河川の水温

・特に６月において八ッ場ダムからの水温の低い放流水の影響で、ダム建設前よりも低くなる。

富栄養化

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） ・ダム建設前と比較して概ね低くなる。

○保全対策不要

クロロフィルａ ・ＯＥＣＤによる富栄養化区分では中栄養の区分に分類される。

Ｔ-Ｎ（全窒素） ・ダム建設前より高くなる。

Ｔ-Ｐ（全リン） ・ダム建設前より同程度か低くなる。

ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） ・ダム建設前より同程度か低くなる。

溶存酸素量
（ＤＯ）

ＤＯ（溶存酸素量） ・ダム建設後にダム建設前より低くなる年があるが、環境基準値を満たす。

水素イオン
（ｐＨ）

ｐＨ（水素イオン濃度）

・ダム建設前は発電取水等の影響により変動するが、ダム建設後は小さくなる。
・ダム建設後のｐＨの最低値がダム建設前より低くなる。
・ダム下流河川においても、ダム建設後はｐＨの変動が小さくなり、また、村上地点、吾妻橋地点と
下流に行くにしたがい、ダム建設前後の差が小さくなる。

ヒ素

ダム放流口地点のヒ素濃度 ・ダム建設前に比べて低くなる。

ダム建設後のダム下流河川の
ヒ素濃度

・ダム建設前に比べて、低くなる。

※本件事業（ダム本体＋水没範囲）に加えて、付替道路、工事用道路、付替鉄道等の事業を含めて予測を実施している。

結果概要（水環境／工作物等の供用による影響） ⇒ 影響は小さい



環境保全対策⑩
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地形及び地質

＊1 吾妻町：平成18年3月27日に東村と合併し東吾妻町になりました。
＊2 六合村：平成22年3月28日に中之条町に編入しました。

吾妻峡

川原湯岩脈

枕状溶岩



36

予測項目 予測結果 環境保全対策

重
要
な
地
形

吾妻峡

※群馬県天然記念物

ダム堤体及びダム貯水池が出現することによ
り、名勝指定区域約３．５ｋｍのうち上流側の一
部が消失する。なお、吾妻峡の本質部分である
八丁暗がりは、ダム堤体より下流に位置するた
め、現状のまま保全される。

○記録保存
・吾妻峡の地形的特性と名勝としての利用状況に関す
る既往の調査結果等について整理し、その記録を保存
する。さらに、文化庁、群馬県教育委員会等の関係機
関との協議を踏まえて、必要な対策を実施する。

重
要
な
地
質

川原湯岩脈
（臥龍岩及び昇龍岩）

※天然記念物

貯水池が出現することにより、川原湯岩脈（臥
龍岩及び昇龍岩）の一部が水没する。

○記録保存
・既往の調査結果について整理し、川原湯岩脈（臥龍
岩及び昇龍岩）に関する記録を保存する。さらに、文化
庁、群馬県教育委員会等の関係機関との協議を踏ま
えて、必要な対策を実施する。

枕状溶岩

※専門家により指摘
された地質

貯水池が出現することにより、川原湯岩脈付
近及び林地区周辺の吾妻川河床にみられる枕
状溶岩が水没する。

○記録保存
・既往の調査結果について整理し、川原湯岩脈付近及
び林地区の枕状溶岩に関する記録を保存する。

地形及び地質

環境保全対策⑪

結果概要（地形及び地質） ⇒ 影響は小さい



環境保全対策⑫
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ダム堤体が上流に位置したことにより、小蓬莱や鹿飛橋を含む「八丁暗がり」と呼ば
れる区間を含め、名勝「吾妻峡」の約３／４の区間は現状のまま保全。

名勝「吾妻峡」

地形及び地質等に関する事項

※図に示した名勝「吾妻峡」の範囲については、おおよその範囲を示したものである。

名勝「吾妻峡」の範囲



環境保全対策⑬
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動植物

位置付け 分類 主な確認種 主な環境保全対策内容

動物

種の保存法
（国内希少野生動植物種）

鳥類

オオタカ
保全対策不要
（ダム建設後も残存する環境により生息が維持される）

クマタカ

繁殖活動中に近傍で実施する工事による繁殖活動低下の可
能性が考えられるため、騒音・震動の抑制、森林伐採・掘削
に対する配慮、工事実施時期の配慮等により工事実施によ
る負荷をできる限り低減する。

ハヤブサ
保全対策不要
（ダム建設後も残存する環境により生息が維持される）

文化財保護法
（特別天然記念物）

鳥類 イヌワシ

繁殖活動中に近傍で実施する工事による繁殖活動低下の可
能性が考えられるため、騒音・震動の抑制、森林伐採・掘削
に対する配慮、工事実施時期の配慮等により工事実施によ
る負荷をできる限り低減する。

哺乳類 カモシカ
保全対策不要
（ダム建設後も残存する環境により生息が維持される）

文化財保護法
（天然記念物）

哺乳類 ヤマネ
保全対策不要
（ダム建設後も残存する環境により生息が維持される）

環境省レッドリスト
（絶滅危惧ⅠＢ類）

昆虫類
アサマシジミ

中部地方中山帯亜種

工事により生息環境が改変されるが、生息域・産卵場所とし
て利用されるよう環境を整備する。また、必要に応じて幼虫
の食草（ナンテンハギ）を移植する。

植物

環境省レッドリスト
（絶滅危惧ⅠＡ類）

ミョウギカラマツ
保全対策不要
（工事による直接改変の影響を受けない）

環境省レッドリスト
（絶滅危惧ⅠＢ類）

ミョウギシダ
工事により直接改変の影響を受ける可能性がある個体につ
いては、専門家等の指導及び助言を受けて移植又は播種を
実施し種の生育の維持を図る。



埋蔵文化財①

埋蔵文化財位置図及び調査状況
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試掘調査により本格調査不要 ２箇所

発掘調査

完了 ２箇所

実施中 １９箇所

実施予定 ８箇所

平成２７年３月末現在



埋蔵文化財②
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・事業の区域内には、多くの埋蔵文化財包蔵地が存在。
・群馬県教育委員会との協議を踏まえ、記録保存を実施。

川原湯勝沼遺跡

長野原一本松遺跡

縄文時代の土器

縄文時代の土器

出土品の一部埋蔵文化財の調査実施状況



用地取得状況

必要面積 ３０１．６㏊

未取得面積（残件者数）
２０．１㏊

（１８２名）

用地取得率
面積ベース 約９３％

土地所有者関係人ベース 約９１％

平成２７年３月末現在
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